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連載 №
2

【問合せ先】税務課　☎ 240－7114

　県内すべての市町村では、平成27年度から個人住民税（町民税・県民税）に
ついて、特別徴収義務者の一斉指定を実施しています。

　個人住民税（町民税・県民税）の特別徴収とは、給与支払者（事業主）が受給者（納税義務者）に代わり、毎
月受給者に支払う給与から個人住民税を差し引き（給与天引き）し納入する制度です。　
　所得税を源泉徴収する義務のある給与支払者には、アルバイト、パート、役員等を含むすべての受給者の個人
住民税を特別徴収することが、法令で義務づけられております。
　納税者間の公平性・納税者の利便性等を確保するため、県内すべての市町村では、平成27年度から特別徴収の
実施を徹底する取組み（一斉指定）を行っております。なお、茨城町では経過措置を設定し、事業所の総従業員
数により段階的な特別徴収を実施しております。ご理解・ご協力をお願いします。

受給者 事業主 市町村
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2級 主事12人

6.3％

3級 主幹 32人
16.8％

4級 係長 52人
　　　　27.4％

5級 課長補佐
　　　　45人
　　　23.7％

6級 部長・課長    26人
　　　　　　　　13.7％ 1級 主事補23人12.1％
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